
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 22 年 3 月 31 日現在 
 
 
 
がく） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：寒冷地のコンクリート構造物は，コンクリート内部の水分が凍結

融解を繰り返すことにより，凍害といわれる劣化が生じる．超音波を用いた実構造物にお

ける凍害の程度を測定する方法を提示し，凍害の程度と材料特性の劣化程度との関係を示

した．乾湿繰返しや塩害と凍害との複合劣化のメカニズムを明らかにし，劣化をシミュレ

ーションするための数値モデルを提示した．凍害を受けた構造物を増厚工法で補修補強し

た後の，構造物の挙動を数値解析するためのモデルを提示した． 
 
研究成果の概要（英文）：In concrete structures in cold regions frost damage is occurred by 
freeze-thaw cycles of water in the concrete.  This study presents the method to 
measure the degree of frost damage in actual structures using ultrasonic wave.  The 
relationship between the frost damage degree and degraded material properties is 
observed.  The deterioration mechanism under the combined effects of frost damage 
and wet-dry cycles/salt attack is clarified, and then the models to simulate the 
deterioration is proposed.  The model for numerical analysis of structures with frost 
damage after being repaired by overlaying is also proposed. 
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１．研究開始当初の背景 

寒冷地のコンクリート構造物の凍害は，従
来から構造物の劣化問題として，塩害，中性
化，アルカリ骨材反応などと並んで，長く認
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説，2004 年）における耐久性に関する設計法
において，国外では，例えば，fib の耐久設計
法（Model Code for Service Life Design, 
Bulletin 34, 2006）において，塩害と中性
化に関しては，塩化物イオン濃度と中性化深
さを指標とした限界値と時間の関数である
応答値が示され，構造物の要求性能との関係
も明確で，耐久設計が一応確立されていると
いえる．しかし，凍害に関しては，指標とし
て，相対弾性係数（日本国内），吸水量や構
造物の温度（fib）などが取り上げられ，限界
値や応答値の算定法もある程度示されてい
るが，実際の構造物の性能との関係，特に要
求性能との関係が明確でなく，状況は遅れて
いるのが明白である． 

上記の議論は主として新設の構造物を念
頭においたものであるが，既設の構造物の場
合，実際どの程度凍害によって劣化が生じて
いるのかを測る指標が確立されていない．こ
の点も，凍害による劣化と構造物の性能との
関係が明確になっていないことに起因して
いる．したがって，合理的な維持管理手法（点
検，診断，補修補強）の確立が待たれている． 

凍害は，それだけで単独で生じるというよ
りは，他の劣化要因である，①塩害，②環境
作用でもある乾湿繰り返し，③荷重作用（疲
労を含む）などとの複合劣化が大変重要な問
題となっている．したがって，凍害に対する
耐久設計および維持管理の合理化のために
は，複合劣化の解明が避けて通れない． 
 
２．研究の目的 
本研究の目標は以下のようである． 

(1)凍害によるコンクリートの劣化を表現で
きる合理的な統一的劣化度評価指標（以降，
指標）を特定し，指標を直接あるいは間接的
に現場で測定できる手法を提示する． 
(2)指標が構造物の環境によって，どのよう
に時間的に変化するのかを明らかにし，新設

および既設構造物の凍害による劣化予測手
法を確立する． 
(3)指標が，塩害，乾湿繰り返し，荷重作用
（静的･疲労荷重）との複合劣化の影響下で，
どのように時間的に変化するのかを予測す
る手法を提示する． 
(4)指標と構造物の各種の性能（安全性，た
わみ・美観などの使用性）との関係を明確に
し，それらの限界値を提示した上で，凍害に
対する耐久設計法を確立する． 
(5)以上の成果に基づき，凍害に対する補修･
補強法を提示する． 
 
３．研究の方法 

本研究では，凍害および凍害を含む複合劣
化に対する合理的な耐久設計法を提示する
ことを目指して，図 1に示すようなフローで
研究を実施した．併せて，それに必要な凍害
劣化シミュレーションのためのモデルの構
築，凍害劣化構造物への維持管理対策である
補修補強工法の提示を目指した．以下に研究
方法の概要を示す． 
(1)凍害劣化シミュレーションのモデル構築
のために，準微視的供試体による実験法を提
示し，温湿度履歴下の変形測定を行った．ま
た，準微視的モデルの妥当性確認のために，
劣化コンクリートの物質透過性を数値シミ
ュレーションを実施した． 
(2)現場測定可能な劣化指標構築のために，
超音波を用いた凍害劣化深さの非破壊測定
法を新たに提示し，現場で実際に測定した．
また，小径コアを用いた超音波測定法の信頼
性の検討も行った． 
(3)上記の超音波を用いた指標と，構造物の
特性である種々の指標とを結びつけるため
の指標であるひび割れ密度に関して，その測
定法の精度を向上させる方法の検討，および，
ひび割れ密度と種々の構造物特性との関係
を実験室と現場構造物で調査した． 
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図１ 本研究の流れ 



 

 

(4)指標の経時変化に関しては，現場構造物
での超音波測定，ひび割れ密度測定，圧縮強
度測定，塩化物イオン濃度測定を行い，必要
なデータを収集した． 
(5)複合劣化作用下の指標に関しては，冬季
以外の高温及び乾湿繰返しの影響に関して，
コンクリート内部の水分量，微細な気泡構造
の変化を測定した．また，現場構造物での凍
害による剥離と塩化物イオン浸透の度合い
との関係を調査した． 
(6)指標と構造物の性能に関しては，凍結融
解作用が与える鉄筋とコンクリートとの付
着性状への影響，および，梁の耐荷性状への
影響を実験的に調査した．また，凍害による
付着の劣化が梁部材の曲げ耐荷性状に与え
る影響を数値解析的に調査した． 
(7)補修補強工法の提示に関しては，表面被
覆工法の凍害劣化抑制の効果を実験室的に
調査した．また，増厚工法における接着界面
での材料モデルと増厚補強後の部材の構造
特性とに関し，実験的かつ数値解析的に調査
した． 
 
４．研究成果 
(1)凍害劣化シミュレーションのモデル構築
に関しては以下の成果が得られた．①本研究
で開発した，凍結融解温度履歴下のモルタ
ルの変形挙動測定システムは，他の研究で
よく使用されている TMA と同様に含水状
態の違いによる変形挙動の違いを測定可能
である．②気中乾燥（RH75～95%）させた
供試体では膨張ひずみは生じず，凍結融解
繰返し作用を受けても残留ひずみは生じな
かった．③飽水状態の供試体では凍結過程
で膨張ひずみを生じ，本研究の範囲では各
サイクルでの最大膨張量の約 53％が残留
ひずみとして残ることが示された．④水分
の供給がない条件においても，凍結融解繰
返し作用を与えることによって，膨張量の
増加が見られ，1 回の凍結融解サイクルに
おけるモルタル組織の損傷が，次のサイク
ルにおける凍結時膨張ひずみを生じる要因
となると考えられた．⑤本研究で得られた
実験結果に基づき，メソスケールのモルタ
ルの凍結融解作用下の変形モデルを提示し
た．⑥今後は，本研究で明らかになった試
料が小さいことによる試験誤差などの問題
を解決した上で，実験データの蓄積を行い，
提示したメソスケールの変形挙動モデルを
確立していく．また、本システムをコンク
リート供試体に適応していく． 
 凍害劣化シミュレーションモデルの妥当
性に関しては，以下の成果が得られた．①
準微視的には，骨材とモルタルとの界面で
のひび割れ，および，モルタル内部の微小
ひび割れによるモルタルの空隙率の増大に
より，凍害を表現できる．②この準微視的

凍害劣化モデルにより，塩化物イオン浸透
性の増大を予測可能である． 
(2)現場で測定可能な凍害劣化指標に関して，
非破壊の凍害劣化深さ測定に対しては，以下
の成果が得られた．①表面走査法を用いて，
図 2に示すように，凍害劣化したコンクリ
ート表面の数箇所の位置で，超音波の伝播
速度を測定することにより，劣化を受けた
場所と受けていない場所とで伝播時間が異
なることから，測定距離と伝播時間の関係
が折れ線となる．折れ点までの距離を使っ
て，劣化部の深さを求めることができる．
②ひび割れ密度が0.010本/mm以上あると
ころが劣化部と考えることができた．③ひ
び割れ密度が大きくなると，圧縮強度や付
着強度が小さくなり，塩化物イオン拡散係
数が大きくなる様子が観察された．④以上
より，表面走査法により求められる凍害深
さに基づき，深さ方向のひび割れ密度の分
布を推定する方法，さらに，ひび割れ密度
から，圧縮強度，付着強度や塩化物イオン
拡散係数などを推定し，構造物の諸性能の
評価を可能とする手法が示された．なお，
劣化表面からの距離ごとの実験データの測
定法の工夫，実験データそのものの更なる
蓄積，など，この手法はさらに改良が加え
られる必要がある． 
 準破壊的測定法である小径コアによる超
音波測定に関しては，以下の成果が得られ

た．①室内試験における超音波伝播速度と
ひび割れ密度の関係から，28 サイクルまで
は、超音波伝播速度の低下に従ってひび割
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図 2 表面走査法による凍害劣化測定 



 

 

れ密度は大きくなる良好な相関を示し，超
音波伝播速度は凍害による損傷状態を良く
評価していることが確認された．しかし，
全てのサイクルのデータを総合すると，相
関係数は低下する結果となった．ひび割れ
の本数が同じでも発生形態も一様とは限ら
ず，その形態が複雑であるほど迂回距離も
長くなることから，サイクルの増加に伴う
ひび割れの発生形態の違いが相関係数の低
下に影響していることが考えられる．この
ことは，超音波伝播速度によって凍害によ
る損傷の度合を評価する場合，劣化の程度
により精度が異なる可能性があることを示
している．②実構造物における超音波伝播
速度とひび割れ密度の関係は，ばらつきは
あるものの，ある程度の相関が認められた．
しかし，40～49 年経過の構造物に関しては，
相関が認められない分布を呈していた．材
齢の進行やジャンカなどが超音波伝播速度
に影響を及ぼしたと考えられる．③超音波
伝播速度と小径コアの圧縮強度との関係は，
室内促進試験，実構造物ともに，相関が認
められた．超音波伝播速度が同じ場合，強
度は室内促進試験の方が実構造物に比べて
約 20MPa 高い傾向にあった。粗骨材の最大
径は室内が 25mm に対し，実構造物は 40mm
と大きく，骨材径の差異が強度に影響した
ことが理由の一つに考えられる． 
(3)凍害劣化指標と構造物特性指標との中間
指標であるひび割れ密度の測定法に関して
は，以下の成果が得られた．①凍害の進行
を予測あるいは評価，診断し補修範囲を
決定する際に必要となる凍害劣化深さを
実際のコンクリート断面に発生した微細
ひび割れの量で評価する方法を再構築し
た．具体的には、不要な蛍光塗料を容易
に研磨可能とするアクリルエマルジョン
系蛍光塗料と界面活性剤入り研磨剤の採
用により，所要の深さで切断，研磨した
コンクリート断面に存在する微細ひび割
れを顕在化する方法に改良を加えた．そ
の結果，安定した観察面を用意すること
が可能な試料調整方法を得ることができ
た．②さらに，本手法を旭川に暴露した
耐凍害性が著しく低いコンクリートに適
用して，暴露後 5 年の劣化深さを測定し
た．促進劣化試験の結果では耐久性指数
で 6.3％であり，温度条件からは 2 年程
度で大きく劣化することが予測されるも
のでも実際の環境下では表面から 5mm 程
度に劣化の進行がとどまることを示した．
これは、寒冷地のコンクリートでしばし
ば観察される結果と定性的に一致し，凍
害深さの進行には，温度以外にコンクリ
ート内部の含水状態が大きく影響するこ
とを示唆する結果となった． 
(4)指標の経時変化予測に関しては，以下の

成果が得ら得られた．①凍害を受けている実
構造物の超音波伝搬速度とひび割れ密度，剥
離度，各種構造特性(圧縮強度，塩化物イオ
ン濃度)は，構造物の竣工後経過年数と関係
がある．②非破壊の超音波測定による凍害深
さと外観上の凍害劣化には相関がある． 
(5)複合劣化作用下の指標に関しては，まず，
冬季以外の温湿度の影響に関して，以下の成
果が得られた．①高分子温湿度センサーを埋
め込んだコンクリートの暴露試験結果から，
冬期間の凍結融解作用時のコンクリート内
部の相対湿度と凍結最低温度の関係につい
て，コンクリート表面では比較的低い相対湿
度で凍結融解作用を受けていること，また，
暴露後の年数の経過によりコンクリート内
部の相対湿度は低下し，RH30～60％程度で凍
結融解作用を受けることが多いことが明ら
かとなった．また，コンクリートの凍害には
温度だけでなく内部の相対湿度が大きく影
響することから，水分条件を適切に評価し，
予測するためのデータの蓄積の重要性が確
認された．②さらに，実験室での環境変化養
生および暴露試験結果から，セメント種別，
試験材齢によらず高温乾燥により，細孔構造
の粗大化，インクボトル細孔の増加およびイ
ンクボトル細孔の入り口径の粗大化が確認
された．また，細孔構造の変化に対して乾燥
時の湿度よりも温度の影響が大きく，直径 40
～2000 ㎚の細孔量とインクボトル細孔が増
加すると耐凍害性が低下することが明らか
となった．③しかしながら，乾湿繰返しによ
る耐凍害性の低下に対しても適切な量と質
の空気泡を連行することで凍害劣化を抑制
することは可能であり，一般的に推奨されて
いるよりもやや大きめの気泡径，特に直径
100～500μm の区間空気量が有効であること
が明らかとなった． 
 次に，内部水分量に注目した研究成果とし
て，以下が得られた．①W/C25%の高強度コン
クリートを対象とし，夏季を想定した乾湿繰
返しを受けた後に凍結融解作用を受けた場
合の含水状態を連続的に測定し，水分の状態
が耐凍害性におよぼす影響について検討を
行った結果，高強度コンクリートの耐凍害性
は，乾湿繰返しを受けると低下することを確
認するとともに，含水率分布が生じることに
よる水分移動が影響している可能性を示し
た．②実環境における乾湿繰返しの影響を明
らかとするために表層から 15mm の位置に温
湿度センサーを設置した試験体の屋外暴露
を行い，その温湿度の変化を実測した結果よ
り，表面被覆なしの場合，夏期の乾燥の影響
を大きく受けること，表面被覆を行った場合，
表面被覆なしのものに比べて，年間を通して
湿度の変動が小さく高い内部湿度となって
いること，表面改質を行ったものと行わない
ものでは内部湿度は大きく違わないこと，等



 

 

の知見を得た． 
 最後に，現場構造物での凍害による剥離と
塩化物イオン浸透の度合いとの関係に関し
ては，以下の成果が得られた．①凍結融解と
塩化物イオン浸透の複合作用を 10～40 年
間継続的に受けている北海道内の防波堤上
部天端面において，剥離が生じない場合の
塩化物イオン量の計算値と、剥離面からそ
れぞれの深さにおける塩化物イオン量を調
べた実測値との比較から，剥離面から深さ
1cm は全体の 80%，深さ 3cm は 53%，深さ 5，
7，9cm は 33%が計算値を上回っており，凍
害によるかぶりの減少は塩害の促進に大き
な影響を及ぼすことが実地調査により明ら
かとなった．計算値に対する実測値の比率
は，剥離面から深さ 1cm では最大 1.6 倍，
全体では最大 2.5 倍であった．②剥離度(剥
離深さ)が大きい防波堤では，全ての深さで
比率が 1以上すなわち計算値を上回ってい
るものもあった．このことは，かぶりは塩
害の促進抑制ならびにコンクリートの健全
性を確保する上で重要であることを示して
いる．③スケーリングが生じている実構造
物において調べた見かけの拡散係数の実測
値は，土木学会式を基に水セメント比から
求めた見かけの拡散係数の計算値よりも，
全体的に小さい値となっている．この事実
は，塩化物イオン量は表面近傍で計算値よ
り大きな値を示し，深いところで計算値と
同程度の値を示していることによる．④つ
まり，コンクリートの表層に凍害劣化が生
じたことで塩化物イオンが表層に多く浸透
したことによる影響と推考されるが，寒冷
地ではない海洋環境下で 30 年以上供用さ
れた港湾構造物（桟橋）においても，見か
けの拡散係数が非常に低く表示される場合
があることが既往の調査で明らかになって
おり，見かけの拡散係数の減少が凍害に起
因するものと断定することは現時点では難
しく，ばらつきの範囲と捉えられるともい
える．⑤本研究で得た成果の範囲で凍害に
よる塩害の促進の予測法は次のようになる．
(i)Fick 式により剥離が生じない場合の塩
化物イオン量を計算・予測し，(ii)次に予
想される剥離深さを求め，(iii)その結果を
もとに，計算値に最大 1.6～2.5 倍の比率を
乗ずる補正作業を剥離面からどの深さの範
囲まで行うかを検討し，最終的に各位置の
塩化物イオン量の予測値を決定する． 
(5) 指標と構造物の性能に関しては，凍結融
解作用が与える鉄筋とコンクリートとの付
着性状への影響という点で，以下の成果が得
られた．①今回の実験では，凍結融解作用に
より鉄筋の付着劣化が起こると言う事実を、
付着応力—すべり関係，破壊形式，破壊耐力
と言う指標を用いて確認することができた．
②具体的には，水の供給の有無に関わらず，

付着劣化が起こる可能性があること，付着劣
化機構は，付着力が伝達される鉄筋周囲のコ
ンクリート断面の大きさにより異なる可能
性があることを新たに見出した．③すなわち，
かぶり厚が大きい場合，コンクリート内部に
温度差が生じ，鉄筋とコンクリート界面にず
れ（ひずみ差）が生じることで付着剛性が低
下する可能性があり，一方、かぶり厚が小さ
い場合，内部の温度差は生じず，それゆえ付
着剛性の低下は生じないが，コンクリート内
部の最低温度がより低下し，かつ水分の影響
が相対的に高まり，その結果，いわゆる凍害
によるコンクリート強度の低下に起因する
付着破壊が起こる可能性がある． 
 凍結融解作用が与える梁の耐荷性状に関
しては，以下の成果が得られた．①凍害劣化
程度が比較的小さい場合には，最大荷重に大
きな変化は生じない．②水分供給条件がおよ
ぼす凍害劣化状態や範囲の違いが，梁の変形
挙動および破壊形式に影響を及ぼす．③凍結
融解回数の増加に伴い，変形挙動や破壊形式
が異なる結果となった理由として，凍結融解
回数とともに，鉄筋とコンクリートの付着力
が低下したことが一因として考えられる． 
 凍害による付着の劣化が梁部材の曲げ耐
荷性状に与える影響に関しては，数値解析に
より以下の成果が得られた．①梁の曲げ圧縮
側もしくは曲げ引張側が凍害を受け，コンク
リートの圧縮強度，弾性係数，付着特性が低
下したとして数値解析を行い，健全な場合と
比較した．②全てのモデルは曲げ破壊したが，
曲げひび割れが発生した後の勾配が引張側
コンクリート劣化の方が圧縮側よりも小さ
くなり，降伏直前に引張側コンクリート劣化
モデルが付着特性低下の影響により荷重の
上昇が緩慢になる現象が現れた．③本数値解
析モデルは十分な量のせん断補強筋を有し
ていたため曲げ破壊先行の挙動をどのケー
スも示したが，せん断破壊に対する余裕度に
よっては破壊現象が変化する可能性がある
と考えられる． 
(7) 補修補強工法の提示に関しては，表面被
覆工法の凍害劣化抑制の効果について，実験
室的に以下の成果が得られた．①各種表面被
覆材を施工したコンクリートを対象に促進
凍結融解試験より，一般に表面被覆材を施工
したものは，表面被覆材なしのものよりも質
量減少に転ずる凍結融解サイクルが遅くな
っていることが示され，表面被覆材を施工す
ることによって，凍害劣化を遅くできると考
えられる．②物質透過性の指標と考えられる
透湿量と，表面被覆材なしと表面被覆材あり
のそれぞれの質量が減少に転じた凍結融解
サイクルの差の関係から，表面被覆材の透湿
量が小さいものほど，凍結融解サイクルの差
が大きくなり，劣化を遅らせることができる
と考えられ，物質透過性によって耐凍害性の



 

 

向上効果を評価できる可能性があることを
示した． 

増厚工法における接着界面での材料モデ
ルと増厚補強後の部材の構造特性とに関し
ては，実験的かつ数値解析的より以下の成果
が得られた．①増厚材料である PCM と既設部
コンクリートとの接合界面での静的強度と
して，割裂引張強度とせん断強度は，表面粗
度はあまり影響を与えないが，界面粗度が大
きくなるにしたがい曲げ引張強度は増加し，
その後一定値を示すようになる．したがって，
曲げ引張強度が一定となるときの粗度が最
適な値となる．界面強度（引張付着強度，曲
げ強度，せん断強度）は，コンクリートある
いは PCM の小さい方の強度に支配される．②
PCM-コンクリート界面のモードⅠ破壊を支
配する界面の引張付着特性として，界面粗度
と既設部コンクリート強度の影響を考慮し
た，引張応力-ひび割れ幅の構成則を定式化
した．③PCM とコンクリート界面の疲労付着
特性を明らかにする目的で，引張応力-ひび
割れ幅の関係を間接的に測定するための簡
便な手法を新たに提示した．また，測定され
た関係から，疲労荷重下の引張応力-ひび割
れ幅の構成則を定式化した．提示した簡便な
実験手法は，界面を構成する材料に依存しな
いとともに類似の補強工法である接着工法
にも適用が可能である．さらに，要素供試体
の疲労試験により，付着界面の曲げ強度とせ
ん断強度の S-N 関係（疲労強度-寿命関係）
を明らかにした．④PCM により増厚補強した
はりの挙動として，界面はく離が耐荷力，破
壊モード，鉄筋降伏へ与える影響について明
らかにした．⑤以上の付着界面特性，および
増厚補強はり供試体の挙動に基づき構築し
たモデルを用いて，数値解析的に増厚補強部
材における界面はく離の性状とそれが部材
の全体的な力学挙動に与える影響を明らか
にした． 
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